産業成長戦略（林業分野）の取り組み状況等について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（林業部会）
１，上半期の進捗状況に対する評価（重点項目別）　　　　　　　　　　　　　　　　
◆　林業・木材産業の再生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【原木の生産の集約化・効率化】
○施策：森の工場の整備（◆「森の工場」の拡大、推進）

ほぼ計画どおりに進捗しており評価できる。しかし、木材需要期である下半期も、木材価格が回復しない場合には、木材の安定的供給を目指す「森の工場」の位置づけからすると、支援策の拡充を検討する必要がある。

○施策：担い手の育成

（◆就業希望者向けの林業体験の実施　◆就業希望者へのＰＲ方法の改善）
これまでの学校訪問に加え、新規就業者職業紹介アドバイザーの設置などによる、きめ細やかな対応は評価できる。しかし、求人票が出ないなど、計画的な雇用については課題があるので、雇用改善計画に基づく指導の強化や、新規採用者の研修費用等に対する支援の拡充を検討する必要がある。

【大型工場の整備や中小加工事業体の共同・協業化】　

○施策：製品の品質の向上（◆ＪＡＳ制度の普及と認定工場の拡大）

製材工場への説明や意見交換会などを通して、JAS製品を新たな販売ツールとして活用することが有効と考える事業体が増え、県も支援策を検討するなど評価できる。今後、県産のJAS製品等の流通促進を具体的にどう図っていくか検討する必要がある。

【流通の統合・効率化】

○施策：製品の流通体制の整備
（◆小規模製材の輸送コスト削減のための共同輸送方式の研究　◆量産化工場の安定取引先との提携促進　◆製品市場等の統合による販売力の強化（共同受注＋共同仕上げ＋共同輸配送）の出来る体制への支援　◆大消費地に流通拠点の設置を検討）

高知木材センターを拠点とする共同輸配送の試行開始、共同乾燥の試行準備を開始することを確認するなど、可能な分野から実施に向けた取り組みが進み始めたことは評価できる。今後、更なるスピードアップ、規模拡大のためには安定取引先の獲得が必要である。

【販売力の強化】

○施策：販売力の強化（◆県産材を利用した木造住宅建設促進のための支援）

れいほくスケルトンに続き、四万十市でも地元材によるモデル住宅の建設や、県産材使用住宅への支援の拡充、関東の工務店グループとの協議など、木材需要が減少している中での需要拡大策は評価できる。今後は、確実な需要の拡大を目指して、市町村との連携の強化や支援にあたって利用者の利便性の向上、大消費地への販売ルートの開拓などが必要である。

◆　木質バイオマス利用の拡大　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【未利用森林資源の有効活用】

○施策：利用の普及
（◆木屑焚き、ペレット焚きの設備・機器の開発と普及への支援　◆公共施設における木質バイオマス利用施設の整備　◆地球温暖化対策の一環としてのグリーンエネルギー利用の促進）
国の緊急経済対策の事業を活用（予定）し、木質バイオマス利用の拡大を積極的に進めていることは評価できる。今後は、環境価値を生産物へ付加するなど、農業振興部と連携した、さらなる利用拡大に向けた取り組みが必要である。
◆　健全な森づくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【荒廃森林の解消】
○施策：荒廃森林の解消に向けた森林整備の推進（◆荒廃森林解消のための間伐推進）

木材価格の低迷などから間伐が進みにくくなっている中、国の緊急経済対策の事業を活用（予定）し、間伐推進員の配置による事業地の掘り起こしや定額助成の創設を行うなど、厳しい現状に対応した取り組みは評価できる。今後とも、間伐などの森林整備の推進役となる、森林組合連合会や森林組合との連携強化が必要である。
２，追加項目　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
◆　健全な森づくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【荒廃森林の解消】
◆オフセット・クレジット（J-VER）制度を活用した森林整備の推進
◎CO2排出削減プロジェクトの推進

＊発電施設での木質燃料の活用拡大 　　 ＊木質ペレットボイラーの普及 

★CO2吸収プロジェクトの推進

＊県営林及び市町村有林の活用　　　　　＊協働の森や森の工場を中心に私有林と連携

★プログラム認証機関の取得
＊オフセット・クレジット推進チーム(仮称)によるプログラム認証機関の取得に向けた検討

評価

今後、住友大阪セメントとのCO2排出削減プロジェクト契約の更新や、新規事業予定者の開拓、プログラム認証制度サービスに向けた組織体制の整備など多くの課題はあるものの、森林整備の推進に向けた新たな取り組みとして着実に進めていく必要があることから、今回追加する。
３，次期改訂に向けたポイント（主なもの）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

◆　林業・木材産業の再生　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○幹線路網的な役割を担う作業道等を継続的な利用に耐え得るよう、機能を強化するための支援。
○高知県が先進的な技術を有している、架線集材への支援と技術の伝承。

○林業労働力の確保の促進に関する法律に基づく「改善計画」の進捗管理とそれによる指導の仕組みの検討及び、計画的に雇用を実施する事業体への支援策の強化について検討が必要。
○自伐林家に対する支援のあり方の検討。
○JAS製品やれいほくスケルトンなど、県産材のブランド化の推進。

○県外（大消費地）での販売拠点の整備。

◆　木質バイオマス利用の拡大　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○林地残材の活用を広げるための取り組みや支援の検討。

○地域と連携した木質バイオマス利用の具体的取り組みの検討。

◆　森のものの活用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○ＪＡ，アンテナショップ、インターネット等を通じた、情報発信、販売強化の検討。
○県と大学が連携し、学生を対象に森から住まいに関するセミナーを開催するなど、将来に向けての人づくりなどの検討。
◆　健全な森づくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○間伐などの森林整備の推進役となる、森林組合連合会や森林組合について、民間事業体との連携も含めた、中山間地域での中心的な役割の強化。
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